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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

に基づき，下位クラス設備である原子炉遮蔽壁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認することで，隣接している上位クラス施設である原子炉圧力容器に対して波及的

影響を及ぼさないことを説明するものである。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を

示す。また，重大事故等時においても波及的影響を及ぼさないことを説明するため，重大事故等

時を考慮した構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力に対する評価について 

記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による原子炉遮蔽壁の評価は，平成 3 年 8 月 23 日付

け 3 資庁第 6675 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）による（以下「既工認」

という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

原子炉遮蔽壁は，原子炉本体の基礎の上部に設置される。原子炉遮蔽壁は，図 2－1 の位置

関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉圧力容器の周辺に設置されており，損傷に

より原子炉圧力容器に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 
 

図 2－1 原子炉遮蔽壁の位置関係図 
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原子炉遮蔽壁 

原子炉本体の基礎 

原子炉圧力容器 

（単位：m） 
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2.2 構造計画 

原子炉遮蔽壁の構造計画を表 2－1に示す。 

 

2.3 評価方針 

原子炉遮蔽壁の応力評価は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設

の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部

位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力度が許容限界内に収まることを， 

「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」

に示す。 

原子炉遮蔽壁の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 原子炉遮蔽壁の耐震評価フロー 

 

 

2.4 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定） 
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理論式による応力計算 

地震時における応力 

原子炉遮蔽壁の構造強度評価 

設計用地震力 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

基部は溶接により

T.M.S.L.約 12.3m で原子

炉本体の基礎に固定され

ている。 

鉛直方向荷重及び水平方

向荷重は原子炉本体の基

礎を介して原子炉格納容

器底部に伝達させる。 

外径約  mm，壁厚

約  mm 及び  

mm，高さ  mm の原

子炉圧力容器を取り囲

む円筒形の壁であり，

内外の鋼板及びその内

部に充てんされたモル

タルより構成されてい

る。 

なお，原子炉遮蔽壁の

モルタルは，強度部材

として考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

（単位：mm） 

K7 ① Ⅴ-2-11-2-6 R0 

原子炉遮蔽壁 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

Ｄ 死荷重，直径 ―，mm 

ｆｂ 許容曲げ応力度 N/mm2 

ｆｃ 許容圧縮応力度 N/mm2 

ｆｓ 許容せん断応力度 N/mm2 

ｆｔ 許容引張応力度 N/mm2 

Ｆ 許容応力度の基準値 N/mm2 

Ｍ モーメント N･mm 

ＭＤ 機械的荷重 ― 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

ＰＤ 圧力 ― 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ― 

Ｑ せん断力 N 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

ｔｉ 原子炉遮蔽壁各部の厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｗ 鉛直荷重 N 

ＷＤ 死荷重 N 

Ｚ 断面係数 mm3 

σ 組合せ応力度 N/mm2 

σｂ 曲げ応力度 N/mm2 

σｃ 圧縮応力度 N/mm2 

τ せん断応力度 N/mm2 
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3. 評価部位 

原子炉遮蔽壁の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる一般胴部及び開口集中部について実施する。 

形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ ＝  ｔ１ ＝  注： P1 及び P2 は応力評価点を示す。 

ｔ２ ＝  ｔ３ ＝  

ｔ４ ＝  

図 3－1 原子炉遮蔽壁の形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

外側円筒鋼板 

（原子炉格納容器側） 
  

内側円筒鋼板 

（原子炉圧力容器側） 
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P2 開口集中部 

φＤ 

P1 一般胴部 

ｔ４ 

ｔ３ 

ｔ２ 
ｔ１ 

原子炉圧力容器 

原子炉遮蔽壁 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 地震力は，原子炉遮蔽壁に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 耐震計算は，原子炉遮蔽壁の自重及びその他すべての付帯物の重量に加えて，地震荷重を 

   考慮する。 

(3) 設計基準対象施設としての評価及び重大事故等時を考慮した評価において，設計用地震力 

   及び許容応力度の値が変わらないことから，同一の条件で構造強度評価を行う。 

(4) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(5) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力度 

4.2.1 荷重の組合せ 

原子炉遮蔽壁の荷重の組合せを表 4－1に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

名称 荷重の組合せ 

原子炉遮蔽壁 
Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

 

4.2.2 許容応力度 

原子炉遮蔽壁の許容応力度は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」に基づき表 4－2のとおりとする。 

 

表 4－2 許容応力度 

材料 
基準値 

Ｆ 

短期許容応力度 

(N/mm2) 

圧縮 曲げ せん断 組合せ 

 
 

 
1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 

     注記＊： 。 
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4.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－3に示す。 

原子炉遮蔽壁に加わる鉛直方向地震力及び水平方向地震力は，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎

の地震応答計算書」により求めた基準地震動Ｓｓの応答値を用いる。 

 

 

表 4－3 設計用地震力（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

耐震設計上 

の重要度 

分類 

設備 

区分 

設置高さ 

(m) 
応力評価点 

基準地震動Ｓｓ 

鉛直荷重 

Ｗ 

(N) 

モーメント 

Ｍ 

(N･mm) 

せん断力 

Ｑ 

(N) 

Ｂ 
生体遮蔽 

装置 

T.M.S.L. 

12.3 

一般胴部    

開口集中部    
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4.4 計算方法 

原子炉遮蔽壁の応力評価点は，原子炉遮蔽壁を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮

し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－4 及び図 3－1 に示

す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

表 4－4 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 一般胴部 

Ｐ２ 開口集中部 
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4.5 計算条件 

4.5.1 原子炉遮蔽壁の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉遮蔽壁の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.6 応力の評価 

「4.4 計算方法」で求めた応力が許容応力度以下であること。 

 

5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉遮蔽壁各部の評価結果を【原子炉遮蔽壁の耐震性についての計算結果】に示す。発生

値は許容応力度を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

 

6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第１回工事計画認可申請書  

Ⅳ-2-6-1「原子炉しゃへい壁の耐震性についての計算書」 
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【原子炉遮蔽壁の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

設置高さ 

(m) 
応力評価点 

基準地震動Ｓｓ 

鉛直荷重 

Ｗ 

(N) 

モーメント 

Ｍ 

(N･mm) 

せん断力 

Ｑ 

(N) 

原子炉遮蔽壁 Ｂ 
T.M.S.L. 

12.3 

一般胴部    

開口集中部    

 

1.2 機器要目 

ＷＤ 

(N) 

Ｄ 

(mm) 

ｔ１ 

(mm) 

ｔ２ 

(mm) 

ｔ３ 

(mm) 

ｔ４ 

(mm) 

Ｆ 

(N/mm2) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚ 

(mm3) 

一般胴部 開口集中部 一般胴部 開口集中部 
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1.3 結論 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生値 許容応力度 

判定 
N/mm2 N/mm2 

原子炉遮蔽壁 

P1 一般胴部 

圧縮応力度 σｃ 12  ○ 

曲げ応力度 σｂ 19  ○ 

せん断応力度 τ 9  ○ 

組合せ応力度 σ 35  ○ 

P2 開口集中部 

圧縮応力度 σｃ 34  ○ 

曲げ応力度 σｂ 91  ○ 

せん断応力度 τ 27  ○ 

組合せ応力度 σ 134  ○ 

すべて許容応力度以下である。 

注記＊：組合せ応力度は，鋼構造設計規準に従い短期応力に対する許容引張応力度（1.5・ｆｔ）以下であること。 
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